
2001年4月26日

I. 連  結 富士通株式会社

1. 事業の種類別セグメント情報 （単位：億円）

1999年度(実績) 2000年度(実績) 増減率(%) 2001年度(予想) 増減率(%)

国　内 13,208 14,544  10.1 15,500  6.6 
売 海　外 6,545 5,623   14.1 5,600   0.4 
上 19,754 20,168  2.1 21,100  4.6 
高 775 678   12.5 700  3.2 

計 20,530 20,847  1.5 21,800  4.6 

1,349 1,207   10.5 1,500  24.3 
(6.6%) (5.8%) (6.9%)

国　内  10,471  10,150   3.1 10,700  5.4 
売 海　外  5,581  4,824   13.6 4,700   2.6 
上 外部顧客に対する売上高計  16,053  14,975   6.7 15,400  2.8 
高 セグメント間の内部売上高  2,789  2,649   5.0  2,900  9.5 

計  18,842  17,624   6.5 18,300  3.8 

388 324   16.4 600  85.2 
(2.1%) (1.8%) (3.3%)

国　内 4,172 4,564  9.4 5,100  11.7 
売 海　外 3,551 3,934  10.8 4,300  9.3 
上 外部顧客に対する売上高計 7,724 8,498  10.0 9,400  10.6 
高 セグメント間の内部売上高 117 159  35.3 100   37.1 

計 7,842 8,657  10.4 9,500  9.7 

171 325  89.6 300   7.7 
(2.2%) (3.8%) (3.2%)

国　内  2,963  3,738  26.2 4,100  9.7 
売 海　外  2,718  3,858  41.9 4,100  6.3 
上 外部顧客に対する売上高計  5,681  7,597  33.7 8,200  7.9 
高 セグメント間の内部売上高  1,483  1,492  0.6 1,400   6.2 

計  7,165  9,089  26.9 9,600  5.6 

 201  1,134 5.6倍 950   16.2 
(2.8%) (12.5%) (9.9%)

国　内  1,130  1,072   5.2 1,150  7.3 
売 海　外 - -  - - 
上 外部顧客に対する売上高計  1,130  1,072   5.2 1,150  7.3 
高 セグメント間の内部売上高  64  78  22.2 100  28.2 

計  1,195  1,151   3.7 1,250  8.6 

 30  34  12.8 40  17.6 
(2.5%) (3.0%) (3.2%)

国　内  1,581  1,832  15.9 1,950  6.4 
売 海　外  624  699  12.0 800  14.4 
上 外部顧客に対する売上高計  2,206  2,532  14.8 2,750  8.6 
高 セグメント間の内部売上高  1,256  1,282  2.1 1,400  9.2 

計  3,463  3,814  10.2 4,150  8.8 

 34  81 2.3倍 100  23.5 
(1.0%) (2.1%) (2.4%)

売 上 高  6,488  6,340 6,600 
営業利益  676  667 790 

国　内  33,528  35,902  7.1 38,500  7.2 
売 海　外  19,022  18,941   0.4 19,500  3.0 
上 外部顧客に対する売上高計  52,551  54,844  4.4 58,000  5.8 
高 セグメント間の内部売上高 - -  - -  - 

計  52,551  54,844  4.4 58,000  5.8 

 1,499  2,440  62.7 2,700  10.7 
(2.9%) (4.4%) (4.7%)
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2. 売上高の地域別構成 (仕向先別)

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

日本 64% 66% 66%

米州 13% 14% 14%

欧州 16% 13% 12%

その他 7% 7% 8%

3．ソフトウェア・サービス部門の状況

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

サービス 62% 62% 65%

ソフト 16% 16% 17%

メンテナンス 22% 22% 18%

4．情報処理部門の状況

(1) 売上高の機種別構成

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想）

サーバ 20% 18% 19%

PC関連 57% 61% 61%

その他のハード 23% 21% 20%

(2) パソコン

① 地域別出荷台数     (単位：万台）

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

日本 258 300 340

欧州 269 335 351

北米 16 16 16

アジア 5 7 10

合計 548 658 717

② 構成比率

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

デスクトップ 52% 53% 51%

ノートブック 48% 47% 49%

(3) HDDの生産台数     (単位：万台）

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

生産台数 2,280 2,378 2,600
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5. 通信部門の状況

(1) 売上高の構成

① 機種別

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

交換 21% 24% 20%

伝送 63% 56% 58%

移動 16% 20% 22%

② 海外地域別

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

北米 70% 79% 72%

アジア 9% 7% 7%

欧州 7% 9% 12%

海底 12% 3% 7%

その他 2% 2% 2%

(2) 携帯電話の出荷台数     (単位：万台）

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

出荷台数 103 165 229

6．電子デバイス部門の状況

(1) 半導体生産高(ワールドワイド) (単位：億円）

1999年度(実績) 2000年度(実績) 増減率(%) 2001年度(予想) 増減率(%)

5,300 6,300 18.9% 6,900 9.5%

 (うち社内向け) ( 900) ( 890) ( 1.1%) ( 900) (1.1%)

(2) 半導体品種別生産比率

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

ロジック 53% 46% 43%

フラッシュメモリ 22% 29% 36%

RAM 11% 8% 7%

化合物半導体他 14% 17% 14%

(3) 半導体生産能力（期末時点）  (単位:万個/月)

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

ﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘ

  (8M換算) 2,400 3,600 6,000 
※富士通単独ベース

(4) 設備投資の内訳 (単位:億円)

1999年度(実績) 2000年度(実績) 増減率(%) 2001年度(予想) 増減率(%)

連結設備投資 1,136 2,492    2.2倍 2,600 4.3% 

半導体 879 2,062    2.3倍 1,900 7.9% 

PDP 61 144    2.3倍 230 59.4% 

LCD 7 12 55.1% 90   7.3倍
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7. 研究開発費    (単位:億円)

1999年度(実績) 2000年度(実績) 増減率(%) 2001年度(予想) 増減率(%)

4,010 4,034 0.6% 3,850 4.6%

売上高比 7.6% 7.4% 6.6%

8. 設備投資・減価償却費    (単位:億円)

1999年度(実績) 2000年度(実績) 増減率(%) 2001年度(予想) 増減率(%)

ｿﾌﾄｳｪｱ･ｻｰﾋﾞｽ 647 650 0.5% 750 15.3%

情報処理 892 549 38.4% 700 27.5%

通信 355 442 24.6% 500 13.0%

電子デバイス 1,136 2,492 2.2倍 2,600 4.3%

 (うち半導体) ( 879) ( 2,062) 2.3倍 ( 1,900) ( 7.9%)

金融 - - - - - 

その他 98 122 24.5% 150 22.5%

全社共通 129 125 3.6% 100 19.3%

設備投資合計 3,257 4,380 34.5% 4,800 9.6%

  国内 2,274 3,381 48.7% 3,950 16.8%

  海外 983 999 1.6% 850 14.9%

減価償却費 3,015 3,234 7.3% 3,900 20.6%
※親会社の一般管理部門、共通研究等のセグメント配賦不能な設備投資額

9. 為替レート［ドル］：期中平均および業績予想前提レート

1999年度(実績) 2000年度(実績)

期中平均レート 112円 111円

上期 下期

120円 100円

10. キャッシュフロー （単位:億円）

1999年度(実績) 2000年度(実績) 2001年度(予想)

純　利　益 427 85 500 

減価償却費 ＊ 3,874 4,538 4,600 

その他増減 469 1,340 100 

(A)営業キャッシュフロー 4,770 5,964 5,200 

(B)投資キャッシュフロー 3,482 4,668 5,700 

(C)フリーキャッシュフロー (A)+(B) 1,287 1,296 500 

(D)財務キャッシュフロー 2,712 1,376 - 

(E)キャッシュフロー計 (C)+(D) 1,424 79 500 

 *連結調整勘定償却費を含む

11. 従業員数 （千名）

2000年3月末 2001年3月末

国内 116 116 

海外 72 71 

計 188 187 

2001年度業績予想前提レート
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１２．退職給付関連

（１）退職給付債務等に関する事項（2001年3月31日現在）

＜国内連結＞ （単位：億円）
イ 退職給付債務 -15,700
ロ 年金資産 10,100
（内、退職給付信託における年金資産） 2,800
ハ 退職給付引当金 1,000
ニ 前払年金費用 -100
差引（イ＋ロ＋ハ＋ニ） -4,700
【差引分内訳】
ホ 会計基準変更時差異の未処理額 -2,400
へ 未認識数理計算上の差異 -3,200
ト 未認識の過去勤務債務（債務の減額） 900
（ホ＋へ＋ト） -4,700

（２）退職給付債務等の計算の基礎

① 割引率 ３．０％
② 会計基準変更時差異の処理年数 10年（単独は一括償却）
③ 数理計算上の差異の処理方法 定額法（従業員の平均残存勤務期間）で翌期より処理
④ 過去勤務債務の処理方法 定額法（10年）
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